４　事　務　事　業　執　行　概　要
財務部は、内部管理部門として、各部局の業務が効率的かつ効果的に執行できるよう、府行財政全般にかかわる業務を行っている。
１　財　　政　　課
令和７年度当初予算の編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本方針２０２５」に基づき、２０２５年大阪・関西万博の成功に向けた取組や、新・成長戦略「Ｂｅｙｏｎｄ　ＥＸＰＯ　２０２５」の検討状況を踏まえ、速やかに着手する必要のある大阪の持続的な成長・発展のための取組に限られた財源を重点配分した。
また、府議会の招集、議案の提出等、府議会に関する事務を行った。
２　行　政　経　営　課
「自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立」に向け、「令和６年度大阪府行政経営の取組み」に基づき、府民や企業等とも連携し、社会全体で課題解決する取組み等を推進するとともに「令和７年度大阪府行政経営の取組み」を令和７年２月に策定・公表した。
また、地方独立行政法人法の施行に係る総合調整を行うとともに、公の施設の適切な運営を推進するため、指定管理者制度に係る全庁的な総合調整を行った。
　　企業等の一元的な窓口として設置された、公民戦略連携デスクにおいて、企業等ニーズと行政課題とを結び、府民、企業等、府にとってメリットのある公民連携の取組みを進めた。

指定出資法人については、「大阪府の出資法人等への関与事項等を定める条例」に基づく経営評価の実施により、法人運営の自立化やＰＤＣＡサイクルによる経営改善を促進するとともに、「大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱」に基づき、指定出資法人の運営にかかる指導・調整を実施した。
３　行政ＤＸ企画課
府民サービスの向上や職員の業務効率化に向けて、「大阪府システム全体最適化計画」を策定するとともに、個々の業務課題に対する解決策の提示や最適なツール及びシステムの導入・運用保守等に係る助言・提案を行うなど、行政ＤＸやシステムの全体最適化を推進した。
また、庁内の情報セキュリティの確保・向上に向けて、全庁的なルールや体制の整備、各所属に対する指導・助言、職員の意識向上に向けた研修等を実施した。加えて、ＤＸに係る各種研修並びに生成ＡＩシステムの導入及び利用ルールや手引き等の作成も併せて行った。
４　行政ＤＸ推進課
府民サービスの向上や職員の業務効率化に向けて、行政手続のオンライン化を推進するとともに、デジタルツールを活用し、各部局の業務課題の解決に取り組むなど、庁内における行政ＤＸを推進した。さらに、職員端末機及び庁内ネットワーク環境の整備を行い、軽量で持ち運びしやすく、通信機能が内蔵された職員端末機の導入と無線ＬＡＮの整備を出先機関にも展開し、全庁的な働き方改革の推進に取り組んだ。
また、情報セキュリティ対策の実施など庁内情報通信基盤の適切な管理運用にも取り組んだ。
５　税　　務　　局
税務の組織機構は、本庁の税務局並びに１０府税事務所及び大阪自動車税事務所からなっている。また、税務職員数は、９０８名（令和７年３月３１日現在）である。
(1) 税　政　課
大阪府税条例について、法人府民税均等割に係る超過課税の適用期間を３年間延長したほか、個人府民税所得割に係る特定親族特別控除の創設等、地方税法の改正に伴う所要の改正等を行った。
(2) 徴税対策課
　　公平かつ適正な課税の推進及び早期収入の確保を図るため、地方税法等の改正に伴う事務処理要領の改正、所長会議、担当課長会議等の各種会議の開催、税収確保の取組み等に対する個別協議や事務所巡回等の実施により指導の徹底を図った。また、法人二税等について計画的に帳簿等の調査を実施した。加えて、処理困難な滞納事案について滞納整理を実施した。
６　財　産　活　用　課
(1) 公有財産の取得、管理及び処分についての総合調整
各部局から協議のある公有財産の取得、使用許可、貸付け及び処分について、総合調整を行った。
(2) 普通財産の管理・処分
行政目的を終え公用廃止された財産で、府内や地元市町村において活用がなく売払いが可能なものについて、所管部局から引き継ぎ、処分等を行った。
ア　府有財産の売却実績
平成２７年度以降、過去１０年間の売払い総額は、約３５３億円となった。
イ　管理状況
当課が管理する物件の処分並びに適正管理に取り組み、令和７年４月１日現在の面積は、約２６，０７１㎡となった
(3) ファシリティマネジメントの推進
「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき、公共施設等の「総量最適化・有効活用」と「長寿命化」を図った。
「総量最適化・有効活用」においては、概ね建築後２５年・５０年目を経過する建物を含む３２施設を対象に、劣化や有効活用の状況を点検し、活用方針を検討したほか、利用状況が低い４施設の有効活用の状況を点検した。
　また、「長寿命化」においては、建物（施設）の長寿命化のための保全工事に係る令和７年度予算について調整を行うとともに、建物（施設）の適切な機能保全を図るため施設管理者による日常点検実施に関する説明会を実施した。
(4) 公有財産台帳等管理システムの運用
新公会計制度に対応する公有財産台帳等管理システムを運用し、資産の基礎情報の把握等を行った。
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